
第３１回 生活・ビジネスインフラＷＧ（IT分野）議事概要 
 
日 時 ：平成１８年２月１４日（火） １４：００～１５：００ 
会 場 ：永田町合同庁舎 第４共用会議室 
出席者 ：【規制改革・民間開放推進会議】鈴木主査、鬼木専門委員 
     【日本放送協会】 

・ 理事 中川潤一 殿 
・ 総合企画室〔経営計画〕統括担当部長 今井純 殿 
・ 総合企画室〔経営計画〕主管 内藤嘉紀 殿 

議 題 ：NHKからのヒアリング及び意見交換 
～「平成 18年度～20年度 NHK経営計画」について 

 
 
鈴木主査） 
第 31 回の生活・ビジネスインフラＷＧを開催したいと思います。今日は先ごろＮＨＫから発表
されました「平成 18 年度～20 年度 NHK 経営計画」に関してご説明をいただいて、内容につ
いてディスカッションをさせていただきたいと思います。最初に 20 分程度で中川理事のほうか
らご説明いただいて、残り 40 分程度を質疑応答とさせていただきたいと思います。宜しくお願
い致します。 
中川理事） 
はい。1 月末に、ＮＨＫが、平成 18 年度予算と一緒に発表いたしました３か年の「ＮＨＫ経営
計画」でございますが、これについてご説明申し上げたいと思います。一度お目通しいただい

ているということでございますので、ポイントだけご紹介させて頂きたいと思います。2 ページ、
3 ページのところでございますけれども、ここは、公共放送とは何なのか、ＮＨＫが追求する公
共放送の役割とは何なのか、というあたりを述べたところでございますが、私どもが今考える

役割というものを定義させていただいているものです。3 ページの下に脚注の形で放送法のこと
を少し書かせていただいておりますけれども、放送法には、ご承知のように様々な規定がござ

います。放送の中身について、あるいは、番組編集についてなど、様々ございます。そういう

基本になる部分を記述しておりますけれども、こういった放送法の趣旨をいかにしてＮＨＫが

具体的な放送の中で実現していくのか、ということをやりながら公共放送の役割を追求してい

きたいということでございます。そのことは、おそらく 2011 年にアナログ放送が終了いたしま
して放送の世界では完全にデジタル化されますけれども、その後につきましても、役割として

は残るであろうということでございます。もちろん 20 年も 30 年もということを視野に入れて
いるわけではございませんが、やはり放送における公共放送の役割というのは残るであろうと

いう趣旨で書かせていただいております。１つは政治的公平性、あるいは、報道の真実性の他

に、番組の調和原則といったものです。また、放送だけではなく、調査研究、それから、放送

も地域放送、国際放送といったものも含めまして今私どもがやっていることを大事にしていき



たいというところでございます。それから、4 ページのところでは、3 か年のところでどういう
ものを経営の基本方針にするかということで載せてございます。1 つ申し上げたいのは、中身で
はなく順番でございます。まず最初に財政の安定を目指すということを掲げております。本来

であれば 3 番目にございます「“ＮＨＫだからできる”放送に全力を注ぎます。」ということ
が、話の順序からしても当然だと考えておりますけれども、今回はこれまでのＮＨＫビジョン

というものと若干状況が違っております。また、ＮＨＫの状態も違います。ということで、ま

ず基本的な使命を果たすためにも財政の安定を目指したいということを 1 番先に掲げさせてい
ただいております。その次に、信頼できるＮＨＫのための改革という順番で載せているという

ことでございます。ということで、5 ページのところが財政の安定性をどのようにして図るのか
という考え方でございます。受信料収入が収入の 96％を占めますので受信料収入がどうなるか
というのが財政の基本でございます。そういった中で 5 ページのグラフをご覧頂ければおわか
りのように、今年度 5960 億円の決算見込みでございます。ただ、これは、相当営業のところも
頑張っておりまして、収入が落ち込んだ一番大きな原因でございます受信料の未払い、あるい

は保留というものが相当なスピードで回復に向かっております。そういうことではございます

が、平成 19 年度決算と比べますと、なお大幅に減収になるということでございます。今年度の
決算見込みをベースにしまして来年度 5940 億円、これは 20 億円さらに減っておりますが、こ
れは今年度増えた未払いの影響が若干残ります。それで少なくなっております。5940 億円を起
点にしましてその後は 100 億円ずつの増収を図ってまいりたいということでございます。この
100 億円も単に数字を並べただけではございません。未払いの回復について、私どもは毎年 30
万件ずつほど解決してまいりたいと考えておりますけれども、そうしますとだいたい 100 億円
の半分ほどは達成できると。あとの半分は新たにご契約をいただくということを考えておりま

して、これを「絵に描いた餅」に終わらせないように努力してまいりたいということで、まず

財政の安定を図るということです。一方、支出のほうは 6ページ、7ページにございますように、
様々な面で徹底的に業務を見直しながら削減できるところは削減してまいりたいということで

ございます。回復してきた受信料をどこに使っていくのかということでございますが、回復分

は 6 ページの頭のところにありますように、放送のいっそうの充実に重点的に充てたいと。も
ちろん、その他研究開発にも配分いたしますけれども、放送の充実にまず充てますということ

です。それから 7 ページのところでは、地上デジタル放送の推進を図るということが国の方針
でございますので、これにつきましては、「建設費」と私どもは申しておりますが、設備投資

のところも 700 億円前後の規模で推移していきたいと。地上デジタルに移行する形のものは
2011 年に間に合うように投資してまいりたいという決意でございます、というところがポイン
トでございます。しかし、ご承知のようにそれぞれＮＨＫの事業予算、事業計画というのは単

年度ずつ国会承認を頂くことになっておりますので、確定につきましては 19年度、20年度の段
階で国会でご審議いただくということです。8～12 ページあたりまでが、どのように、特にガバ
ナンスという視点から改革していくのかということでございます。特に 9 ページのところは経
営委員会のガバナンスの強化ということを書いてございまして、ここの部分は、ご承知のよう

にＮＨＫは経営委員会と執行部が分かれておりますけれども、このあたりのところは経営委員



会自らが「こうしたい」ということをそのまま載せたというものです。１つは経営委員会のそ

もそもの役割はＮＨＫの重要事項について決定するということが大きな役割でございますけれ

ども、全体を通しまして執行部に対する監督機能を高めてまいりたいという趣旨だということ

でございます。そのために、「評価・報酬部会」を経営委員会の中に設けて執行部に対する目

標管理・業績評価を導入するということでございます。その評価にあたりましては、既に執行

部の中で行っている「ＮＨＫ“約束”評価委員会」、これは執行部の中でと申し上げましたけ

れども委員の方は全て外部の方でございまして、まだ結果は出ておりませんが、鋭意その手法

も含めて、この結果が今年の 5 月か 6 月頃にかけて出てまいります。そのような評価とシステ
ムを利用していきたいというのが経営委員会の考え方でございます。いい意味で緊張関係を持

ちながら経営委員会と執行部がやっていくということが目的でございます。その他、いろいろ

ヒアリングを執行部に対して行う、あるいは、「指名委員会」を必要に応じて設けて、会長・

監事の任命、副会長・理事の任命に対する同意、これらは放送法に規定がございますが、その

際にその機能をさらに強化してまいりたいということでございます。さらに、透明性を向上さ

せるために議事録の詳細なものを公開すると。これは既に、先週経営委員会がございましたが、

先週分から発言者名も入れて詳細なものを公開するというふうにやっております。それから、

ホームページも充実したいということも含めまして取り組んでいきたいということでございま

す。10 ページにまいりまして、執行部はそういった経営委員会と様々な役割分担の中で、ある
いは場合によっては一体として、緊張関係を持ちながら運営していくことになりますけれども、

外部の人材を執行部の中に起用したいということを考えてございます。これまで民間の手法、

あるいは民間の知恵、経営的な意識、こういうものが欠如しているというお叱りも随分頂きま

した。その反省にたって執行部としても外部の人材を起用したいということでございます。そ

れから、経営情報の公開を積極的に進めてまいりたいと考えております。相当のところはやっ

てございますが、特に受信料の使い道その他についての情報の公開が足りないのではないかと

いうご指摘を頂いております。これについては、一方で放送の自由・表現の自由というものが

ございまして、編集権の問題もございますので、そういったことを全て明らかにするというこ

とは編集権にも絡みますので、バランスを保ちながら、しかしながらより積極的な公開に取り

組んでまいりたいという考え方でございます。14 ページ以下のところは放送について記載させ
ていただいておりますが、特に 17 ページから 18 ページの部分、アーカイブスの積極的な活用
ということで、川口にＮＨＫアーカイブスがございまして、そこに一括してこれまで作りまし

た番組、ニュースその他を保存し、それから公開手続が済んだもの、著作権等の処理が済んだ

ものは公開させていただいております。これをもっと活用していただけるような仕組みを考え

てまいりたいということで、例えば、インターネットを通しまして、どんなものが公開の対象

になっているのか、どんなものを保存しているのか、といったことを検索できるようなサービ

スを順次やっていきたいということでございます。ただ、ここにつきましては著作権の問題で

ございますとか、あるいは、経費の問題、個人情報保護等の問題もございまして、なかなか想

定されているほど簡単ではないという現実もございますので、できるところからきっちりやっ

ていくということでございます。19 ページから 22 ページのところまでは、この 3 年の間に開



始する、あるいは、開始したいというものをいくつか新しいサービスとして記述させていただ

いております。１つは「ワンセグ」でございます。これはもう携帯電話の受信端末が出回って

おりますので手にしていらっしゃる方もいると思いますが、携帯電話で地上デジタル放送が受

信できるもので、地上デジタル放送を開局したその時点から順次ご覧になれるというものでご

ざいます。発売されている物を見ましたが非常に画面がきれいでございまして、意外とこれは

普及するのかなと考えております。ただ、これは受信料の契約の対象にはなりますが、すでに

受信契約があればこれを持っているからということで何かお金を頂くというところまではいっ

ていないということでございます。それから、2 つ目がサーバー型放送サービスであります。、
21 ページのところに図がございますが、簡単に申し上げますと電波による放送とブロードバン
ドを使った通信の双方からコンテンツを取り入れ、それからまた、コンテンツと同時にメタ

データと呼ばれるコンテンツについての様々な情報が含まれているデータを電波あるいはイン

ターネット等々で送りながらメタデータを使って自由に視聴するという形のものです。そのこ

とによってハイライトシーンだとか見たいところだけを見る、あるいは見逃した番組を見ると

いったことが便利に行うことができるということで、これについても放送と通信が融合と言い

ますか、連携した形として今後進むと思われますのでこれらを是非手がけたいというのがＮＨ

Ｋの希望であるというところでございます。ただこれにつきましては、放送法の改定ですとか

経費負担をどうするか等々、様々な課題を積み残しているということも事実でございます。も

う１つは 22 ページのところにありますデジタルラジオであります。デジタルラジオというのも
既に実用化試験放送を東京と大阪でやっておりますが、これも本放送化したいということが総

務省の考えとして決まっております。これはテレビのワンセグと同じような中身になるという

ふうに考えていただいて結構でございます。ただ、携帯電話で視聴できるというようなことは

行われておりません。まだ受信機も普及しておりません。したがってなかなかデジタルラジオ

というものがどういうものかを一般の方々にご理解いただくチャンスは少ないのでございます

けれども、今後本放送が始まって受信機も導入される、場合によってはこれも携帯電話で視聴

できるということになれば、ほとんどワンセグと同様のサービスができるものというふうに思

われます。それから 23 ページ以降のところで、ＮＨＫの組織の改革、それからスリム化という
ことを述べております。組織の統合化を図ります。26の部局がございますが、それを 20にしま
してスリムな格好にしまして指示命令系統が簡潔に行われる、それから制作主体の組織に直し

たというのがポイントでございます。あわせまして職員の削減も、これは「新生プラン」を出

したときのお約束でございますが、3 か年で 1200 人を削減すると。それから、24 ページから
25 ページにかけての子会社等でございますけれども、これも本体と同様に子会社の役割をきち
んと踏まえた上でスリム化してまいりたい、子会社の合併・統合も図ってまいりたいというと

ころであります。それからまた、様々な子会社等の経営情報、ほとんどは実はホームページに

載っておりますけれども、役員報酬につきましては載っておりません。これも他のケースと同

じように営業報告に記載して公開する形で情報公開を進めてまいりたいというところでござい

ます。ちなみに、本体との連結決算は平成 14 年度決算から本格的に載せてきています。それか
らまた、子会社等の取引につきましても 24 ページの欄外のところに細かく書いてございます。



それから競争契約の推進、これも NHKとしては原則にしておりますけれどもまだまだ足りない
というご指摘を受けております。ただここで私どもとして是非ご理解いただきたいと思ってお

りますのは、番組制作の委託につきましては随意契約がほぼ 100％でございます。これは子会社
を通して行っております。これは、他の商品のようにプロダクションが作ったものをプロダク

ションが並べて NHKなりが買うという仕組みではございません。まず企画というものが決定し
まして、制作のための経費もお渡しして引き取るという格好ですので、どうしても引き取るに

際して番組の良し悪し、質の高さというものが求められます。公共放送に相応しいものでなけ

ればならないということで、この管理のところが非常に大きなウェートを占めてきます。とい

うことで管理については子会社を利用しているということですので、その部分はそのような事

情があるということを是非ご理解いただきたいと。しかし、外部プロダクションも、管理も含

めて相当、力を上げてきていらっしゃいますので、今後は管理もお任せするような手法といい

ますか、調達の仕方があるのではないかということで、そういう組織も編成局に設けまして

NHK 本体と子会社と外部のプロダクションの三者が企画あるいは価格の面で競争していけると
いう体制を平成 18年度から作りたいということを考えております。26ページ以降は受信料でご
ざいます。スクランブル方式につきましては 26 ページの下に書きましたように現行の公共放送
としてやっています放送につきましては、やはりスクランブルはできるだけ避けたいというの

が正直なところでございます。その上でより公平な受信料体系に変えていくということで、単

身赴任それから学生を対象に家族割引を設けたいと。それから白黒でご覧になっている方はカ

ラーに統合したい、等々ございます。それからまた、28 ページのところ、「未払い」「未契
約」の双方について書いておりますが、まず「未払い」につきましては、これまでどおり丁寧

にご説明し、お願いしてまいりますけれども、どうしても駄目な場合は、支払い督促というこ

とを、簡易裁判所を通してお願いするということを平成 18 年度より実行することを考えており
ます。それから「未契約」の世帯、事業所につきましては、まず契約をいただけるよう民事訴

訟を通じてやってまいりたいという考え方でございます。それから、29ページから 34ページま
で、ここのところは 3 か年ということではございません。2011 年というあたりを視野に入れな
がら、衛星放送の在り方、つまり保有メディアの在り方、それから、受信料制度がこのままで

いいのかということも含めて NHKとして今言えるような提起を敢えて踏み込んでさせていただ
いているということでございまして、そのあたりについてはこれから様々な場でご議論を賜っ

て、そういうものに NHK は従っていくということになろうかと思いますが、NHK として今考
えられる考え方というのはこんなところでございますということを申し上げたということです。

あとは資料でございます。ざっとした説明は以上でございます。 
（鈴木主査） 
どうもありがとうございました。それでは質疑に移りたいと思います。 
（鬼木専門委員） 
たくさんありますが時間が限られていますので、一番大事だと思われることから申したいと思

います。もしお許し頂ければ、質問できなかった分は後に書面で追加質問事項として出させて

いただければと思います。 



具体的な質問、第 1 点ですが、10 ページの執行部の改革のところの後半、「透明性の高い事業
運営」の中に「経営情報の公開」として、「受信料の使途などの情報をより積極的に公開する

取り組みを推進する」と書かれています。これに関してもう少しお尋ねしたいのですが、昨年

末の「規制改革・民間開放の推進に関する第 2次答申」でもこの点を述べたわけです。 
まず、全般的な考え方について、先ほど理事のご説明の中に「編集権」の問題があるというこ

とでした。10 ページには「放送の自由」「表現の自由」が書いてありますが、受信料の使途な
どの情報公開との関わりはデリケートだと思いますので詳しくお尋ねしたいと思います。「編

集権」と言われますが、意味が確定していないのでＮＨＫで定義があれば教えていただきたい。

それから、具体的にある使途状況を公開したがために、編集権、放送の自由、表現の自由が侵

されるケース、典型的にはどのようなことがありますでしょうか。 
これが全般的な考え方に関する質問ですが、あと具体的な質問として、「取り組みの推進」と

書いてありますが、具体的にどの程度のことを考えていらっしゃるのか、あるいは、どの程度

まで進んでいるのか。例えば、何年度から開始されるのか、使途には予算と決算がありますが、

どちらをお考えになるのか。それから公開の細かさの程度ですね。視聴者の目から見て、例え

ば、「オリンピック放送は面白かったが費用もかかったのではないか。自分が払った受信料の

うち一体どのくらいがオリンピック放送に支出されているのか。安いのか高いのか、たとえば

高いのであればオリンピック委員会にディスカウントの交渉をしたほうがよいのではないか」

という話が視聴者の間で出る可能性もあるわけですが、そういう話をしようと思えばできるよ

うな具体的な情報を出すことが必要ではないかと思います。あとは、実際にどの程度作業が始

まっているのでしょうか。例えば、既に人が配置されて公表用の計数整理が始まっているのか、

そうではなくて、新年度 4月から始めるという方向だけを決めた段階ということでしょうか。 
（中川理事） 
まず最初の「編集権」の定義でございますが、ＮＨＫとして「編集権をこのように定義してい

ます」という公式に固まったものは、調べてみないとわかりませんが、たぶんないと思います。

放送法の中で言われている様々な規定に基づきまして、自律的にそのことを守っていくという

ことだろうと思います。政治的な公平性というものにも基準があるわけではございませんし、

「あまねくかつ良い」ということもしかりです。 
（鬼木専門委員） 
それでは、編集権が侵されるとしたらどういうケースでしょうか。 
（中川理事） 
1 つは例えば、使途の場合には放送で、例えばオリンピックでいくらぐらい費用をかけたのかを
明らかにするのが一番わかりやすいと思います。その場合、様々な経費がございまして、出演

料というのがございます。もちろんオリンピックの選手に出演料を払うわけでございませんが、

放送のために解説者がいますので、放送時間に応じてお支払いをしていくわけです。その際に

いくらぐらい払ったのかといったことがわかってしまうということになると、「あの人にはあ

の解説でＮＨＫがいくら払っている」といったことになります。それはスポーツだけでなく、

ドラマなどでも顕著になります。様々な俳優さんを使いますので。「この人は高すぎるのでは



ないか」ということによってキャスティングにまで注文をつけられてしまいます。あるいは、

場合によってはそのことによって出演者を変えなくてはならないとなると番組の中身そのもの

にも影響してくるわけです。わかりやすい例としてはそのようなことが考えられます。ですか

らそのようなことがないように、そこはやはり「明らかにできません」となると思います。そ

こは、民放さんも同じだと思います。それから、予算か決算かというお話ですが、私どもは今、

16か 17の番組の例を示して、ジャンル別の予算につきまして、ドラマならドラマでいくらぐら
いかを予算の段階で公表しております。いくらぐらいかという幅で。 
（鬼木専門委員） 
平成 18年度以降のことについてはどうですか。 
（中川理事） 
もう少し詳しくできないかどうかを今考えております。 
（鬼木専門委員） 
どの程度まで詳しくするのでしょうか。 
（中川理事） 
どの程度まで詳しくできるのかというのは、内部においても議論をしておりますので。それに

ついては現場のほうは「ここまでしかできない」と言いますし、もう少しできるのではないか

という意見もあります。そういうことはＮＨＫの情報公開を扱っているセクションがございま

すので、そういったところの意見も入れながら議論をしている最中ですので、すぐに出せと

おっしゃられるとそこはなかなか難しい状況です。 
（鬼木専門委員） 
どのような種類の議論が出ているかということを公開される意思はございますか。 
（中川理事） 
ございません。 
（鬼木専門委員） 
例えば大河ドラマ１つで年間いくらかかっているか、出演料等の内訳ではなく、番組毎の費用

合計が明らかになることが望ましいのです。視聴者から見ればそれぞれの番組という１つの塊

を消費しているわけで、これを評価する場合に、それがどのくらい費用がかかっているかとい

うことは最も重要な要素の１つです。我々は何を買うにしてもまず値段と中身を比較します。

ＮＨＫの放送番組の場合は、年間放送される全部の番組を一括した費用つまり受信料だけを

知って消費することになっています。スーパーで買物をして、総額だけで内訳のないレシート

を貰ったら抗議するのと同じことですよ。 
（中川理事） 
申し上げたように代表的なものの予算についてはほぼ出しています。大河など。 
（鬼木専門委員） 
しかし、あれは幅を広く持たせた予算になっており、不明確です。 
（中川理事） 
幅が広いというのはどういう意味ですか。 



（鬼木専門委員） 
たとえばドラマは何万円から何万円の範囲といった形です。 
（中川理事） 
ホームページにも載ってございます。 
（鬼木専門委員） 
例として少数の番組についてだけ出ていますが、放送されている全ての番組ではありません。 
（中川理事） 
もちろん、全ては出ておりません。 
（鬼木専門委員） 
私の意見は全ての番組について公表すべきということです。隠す必要があるという理由がわか

りません。 
（中川理事） 
さらに、スポーツなどでは「放送権」の問題があります。放送権は、いくらになるかについて

お互いに契約上守秘義務が課せられておりまして、発表できません。発表した途端、「今度あ

なたとは契約いたしません」となってしまいます。ですから、そのあたりにつきましては、例

えばトリノオリンピックでいくらかかったのかということなんかがそうです。 
（鬼木専門委員） 
出演者の個々の出演料が発表できないのと同じことですか。 
（中川理事） 
はい、同じことです。 
（鬼木専門委員） 
しかし、今回のオリンピックの放送で全体としてＮＨＫはこれだけの費用をかけたということ

は発表できるのではないでしょうか。 
（中川理事） 
ですから、そこまでできるかどうかを今検討させていただいていると。 
（鈴木主査） 
悉皆的にとまではいかないまでも相当程度比較ができるような形で出していただかないと、例

えば「あれはいくらでした。それ以外は発表できません」では掴みにくいですね。いい番組

だったんだということが視聴者、受信料を払っている者としては知る権利があると思いますが。 
（中川理事） 
趣旨はよく理解しているつもりですので、どこまで発表できるか、できるだけ発表したいと

思っていますが、一方でそういった事情もありますので、そこのところを議論しているところ

でございます。 
（鬼木専門委員） 
比較のために申しますと、官公庁の予算は細目まで細かく発表しています。決算も同じことで

す。これは国民から税金を頂いて国民のために支払っているから、どこにどう使っているかを

公表しているわけです。もちろん、例えば機密情報収集費は出せないとか、そういう制約はあ



りますけれども、それは例外です。ＮＨＫもある意味で同じでありまして、税金とはいいませ

んが、税金と同じように国民から一方的に取って、公共放送という事業に支出しているわけで

す。そういう場合は、原則としてどこにどれだけ使ったかを漏らさず公表するのが当然です。

他方、業務上差し支えあるところは言えない、これは理由があってそこは伏せるということで

あれば国民も納得すると思うのです。しかし今まで発表していないからといって、今後もその

まま続ける、それを検討しますという形であいまいに終らせることは私としては納得できませ

ん。 
（中川理事） 
それはＮＨＫも発表しているわけです。決算を国会に提出いたします。国会に提出いたしまし

たら会計検査院の検査も受けております。 
（鬼木専門委員） 
しかしそれは営利会社と同じレベルまでではないですか。 
（中川理事） 
レベルではなく、法律で決まっています。それ以上のことを求められることについては、それ

は今検討させていただいています、ということを申し上げています。 
（鬼木専門委員） 
法律で決まっていないから発表しないということですか。 
（中川理事） 
そうではなく、今やっているわけです。どこまでご存知かはわかりませんが、決算書にも相当

出しています。それを会計検査院の検査をきちんと受けているわけです。ですから、そこでそ

れを出すのは結構なことです。それでは足りないという議論が今起こっているので、それは私

どもも一生懸命にどうすればいいのか考えさせていただいておりますということです。何もし

ないと言っているわけではありません。 
（鬼木専門委員） 
受信料使途の公表についての考え方ですけれども、一般の会社の場合は、株式会社として財務

諸表の形で株主に報告するわけです。それと商品を消費者に売るという立場の 2 つがあるわけ
です。ＮＨＫの場合は、ある意味で視聴者・国民が株主の立場にいます。この立場については、

国会を通じるコントロールがなされているわけです。しかし同時に、他方では、視聴者すなわ

ち放送サービスの消費者であるという二面性を持っています。コントローラー向けの情報は理

事がおっしゃるように法律にしたがって十分に出ていると思いますが、私が言っているのは消

費者向けの情報がゼロに近いということです。普通の株式会社の場合は財貨・サービスとして

売っていますから、消費者は高いものは買わないという選択ができるわけですが、放送の場合

はそれができません。官公庁と同じように使途を細かく発表する必要があるということです。

つまり法律で決まっている発表内容とは別のことです。 
（中川理事） 
ですから、そういうことをしたいと申し上げているということです。 
（鬼木専門委員） 



わかりました。どうもすみません、くどくなりました。 
（今井統括担当部長） 
専門委員ご指摘のご意見、１つのモノの考え方としてごもっともだと思いますが、やはり根本

的に考えますと、公金ですのでその子細を明らかにするという要請が一方ではあると思います

が、一方で表現機関でございますので、どうしても表現等にかかわる問題については情報を全

て明らかにするわけにはいかないという要請と衝突している部分があると考えております。編

集権というもの、人によって考え方がいろいろあると思いますけれども、放送法上は何人から

も干渉されることなく放送番組を制作していかなくてはならないと。その場合に、どうしても

最後は実態的な問題に立ち入ってくるわけでございます。その関係でやはりどこかでバランス

を得ていかなければならないのかなと思っているわけでございます。したがいまして今のＮＨ

Ｋの情報開示制度の中では放送関係の文書を開示対象からはずしているわけです。理事がご説

明申し上げましたように、どのように運用していくかにつきましては今検討中でございますが、

モノの思想がある面では衝突しているということを是非ご理解いただきたいと思っております。 
（鈴木主査） 
去年の提言では、番組の外部発注を推進すべきだと書いたのですが、今お話を聞いております

と企画、管理を含めて外部委託を検討すると承りましたが、今年度にそういうものは具体的な

問題として出てくるということでしょうか。 
（中川理事） 
平成 18年度に実行できると考えております。 
（鈴木主査） 
では、数はわかりませんがそういう番組が出てくるということですか。 
（中川理事） 
はい、定時番組と特集番組というふうに内部で分けてございますが、定時番組というのは放送

日が決まっているもので、特集番組というのは例えば記念日ですとか何か特別なときにやると

いうものです。定時番組については平成 18 年度ではほぼ固まっておりますのでなかなかそうい
うものがすぐ出てくるというわけにはいかないかもしれませんが、特集番組等で自由に企画を

集めるというものにつきましては、編成局の中にソフト開発センターという部門を設けまして、

ここが、ＮＨＫの内部からの企画、それから子会社が出す企画、さらに外部から独自で出して

くる企画の三者を合わせまして同じような土俵の中で審査・検討致します。それで、外部から

の企画がいい、価格もリーズナブルだということになればそれを採用してやってもらいます。

その場合は子会社を経由せずに、しかしその代わり責任を持って管理も含めてやってください、

ＮＨＫが求める基準のものを作ってくださいということをお願いして作ってもらうことを考え

ております。 
（鈴木主査） 
ＮＨＫの中でも「市場化テスト」が導入されるということですね。 
（中川理事） 
本格的なものになるかどうかはわかりませんが、考え方としてはそういうことです。今までは、



各々の現場で、番組制作局のドラマ部とか、社会情報番組部とか、別々にそれぞれが実施して

子会社に配布してきました。ですから、コントロールが非常に難しかったのですが、それを全

部やめさせて編成局に一元化して、その代わり中も外も全て見渡せるという状況の中でそれを

選んでいきたい、徹底していきたいということです。それが増えてくれば相当自由闊達な競争

が行われてくると思います。 
（鈴木主査） 
そうやっていくつかのものが競い合ってどれが一番いいのかということをやっていくというの

は重要なことですね。それから、1200 人も人員削減をしなければならないから、やはり内製す
るものは必要最小限にしていかないと人員削減の原資が出てこないですね。あるいは経費削減

の原資が出てきませんね。それから、話を承っていると、厄介なのですが、「公共放送とは何

か」という議論に戻ってしまいますが、どうなのでしょうか、公共放送の内容を充実して良質

で程度の高いものにすることに異論はありません。が、その結果としてＮＨＫのやる範囲が、

今のように外部に出すものも含めて、どんどん範囲が広がるようなイメージを私は感じるので

すが。それ自体、１つの経営体としては大きくなる、あるいは内容を良くするというのは当然

のことですが、しかし、一方では「公共」という役割を持った、「官」ではないですが、

「官」か「民」かと言ったら「官」の領域ですね。「官」の領域の拡大に対して「ちょっと

待ってください」と。なるべく「官」は必要最小限なものにして、すなわち公共放送は必要最

小限なものにして、そして「民」のほうに従来「官の仕事」と言われていたものを移してくだ

さいと主張することが、我々の会議が与えられている使命です。その視点というものとバッ

ティングするのではないかという感じもするのですが、これについてはどうでしょうか。 
（中川理事） 
確かに、おっしゃる趣旨もよくわかります。どのあたりで線を引けばいいのかですね。むしろ

明確になっていないということが実は課題なのかもしれませんが。これは、ＮＨＫが勝手に線

を引くわけにはいきません。これまで放送法上で引かれた線を守っていくということですが、

一方で、今までは保有メディアが多すぎるというご指摘を受けてきました。地上、衛星で 8 波、
国際放送も含めると 10 波になるということですが、もっと少なくてもやれるのではないかとい
う議論があるのは承知しております。ただそれぞれの波の役割がありまして、ご案内のとおり

それぞれ放送法あるいは放送普及基本計画に定められているものを実行してきているというこ

とでございますから、そこを変えていただければそれをＮＨＫは守っていくということになろ

うと思います。例えば衛星放送で 3 波ございますけれども、それぞれの波の役割が規定されて
います。規定の中で我々は努力しているだけでございまして、その規定を変えてＮＨＫは 1 波
あるいは 2 波でいいとなればそれはそれで私どもはやらせていただくしかないということです。
もう 1 つは、必ずしも放送法云々ではございませんけれども、メディアの状況、特に放送と通
信の融合が言われてございまして、そういう形が実現してきているわけです。それに対してど

うするのか。確かに、「民でできるものは民で」という考え方が大事なのはよく承知しており

ますけれども、一方でＮＨＫが作ったから、あるいは、ＮＨＫが放送で利用したソフトだから

もう少しうまく展開できることもあるわけです。そういうものをどうするのかということを



我々は申し上げているわけです。ＮＨＫが全く使ったものでもない、放送のために作ったもの

でもないものを新たに展開しようということは決してないわけです。そこを明確に分けていた

だけるとご理解いただけるのではないかと。つまり、教育番組のテキストなどがございますが、

放送内容を告知するということになっていて、子会社を通じてやらせていただいていますけれ

ども、これは放送ではないけれども放送の内容をテキストの文字などの情報の中で行っていま

す。これは受信料ではないわけですが、その中身が放送で作られたものが中心になっていると

いう形が、放送と通信が一体となった時に通信のところでそういったことがあるかもしれない

と。そこについては、ＮＨＫがやる事業範囲として議論していただく必要があるのではないか

ということで、我々としてはやりたいのでご議論いただきたいという言い方になるわけです。 
（鈴木主査） 
全てオリジンはＮＨＫの番組で出したものに限られるということですか。 
（中川理事） 
もちろんそうです。放送で使っていないものを出すことは全く考えておりませんし、これまで

も考えたことはございません。 
（鈴木主査） 
例えば、ワンセグだとかサーバー型放送などは、放送法を改正しないとできないですね。 
（中川理事） 
ワンセグは放送法を改正しなくてもできます、今のところは。放送そのもの、補完放送という

位置付けでございます。12 セグメントのものと同じものをワンセグでやりましょう、サイマル
放送でなければならないという規定の中でやるためです。 
（鈴木主査） 
それでは、サーバー型放送やインターネットの類というのは、先ほど法と料金の 2 つのことを
おっしゃってましたが、それをどのようにお考えですか。 
（中川理事） 
私どもは、サーバー型放送は是非やりたいと思っているのですが、しかし一方でこれをやるた

めに設備投資が必要ですし、著作権処理が必要ですし、それから、メタデータを作成するため

に結構お金がかかります。こういうものを全て、いくら放送で出てきた成果だとはいえ、新た

に投資をし、経費をかけて一部の人しかご覧にならないようなサービスをするというのはやは

り受信料を使うこととは違うのではないかということで、それは別の負担をしていただくとい

う考え方ができないかということです。もちろん「できない」となればできないのですが。 
（鈴木主査） 
今日はあまり議論するつもりはありませんが、ＮＨＫさんは付加型のサービスと本来のサービ

スとで差があると言われる。本来サービスは受信料で、付加型のほうは契約受信料というのか

有料制度とおっしゃっておられるが、その間が截然と切り分けられるものなのでしょうかとい

うのがこちらの考えではあります。 
（中川理事） 
ワンセグのところ、今放送ができると申しましたが、放送はできるのですが、別内容の放送を



して新たな負担をしてもらおうとすればおっしゃるように放送法を変えなければなりませんし、

その負担も考えなければなりません。 
（鈴木主査） 
新聞で「外国語放送を充実しろ」というようなことが書いてありましたが、それはどうなので

しょうか。 
（中川理事） 
国際放送を充実させたいというのは私どもの考え方でございまして、今ラジオとテレビがござ

いまして、ラジオのほうの一部が「命令放送」、あとはＮＨＫ独自の自主放送でございます。

この自主放送と命令放送とを一体となって放送しております。命令放送に 22 億円の交付金を国
からいただいております。ただ自主放送も含めますと 80数億円の経費がかかります。22の言語
で 1 日 65 時間ずつ放送しておりますのでそれぐらいかかるのですが、ラジオにつきましては、
インターネットでも同じようなものを流しておりますので、ニュースなどはインターネットで

もご利用になる方が増えてきています。そうしますとできるだけそういう形に持っていって、

むしろ大事なのは映像による国際放送ですので、テレビの国際放送を充実させていきたい、ラ

ジオのほうはインターネットでもう少し手軽にやって、できればテレビに比重を移したいと。 
（鈴木主査） 
その 22億というのは全て経費を賄っているということですか。 
（中川理事） 
80数億のうちの 22億です。 
（鈴木主査） 
そうしますと、その差額の経費というのは受信料からということですか。 
（中川理事） 
そうです。テレビのほうは受信料だけでやっております。ただ、テレビの方がものすごく安い

んです。衛星放送とか総合テレビで放送したものをそのまま、あとで英語の音声をつけるとか

字幕をつけるとか、国際放送は兼用しています。新規に作る番組ではございませんので制作費

は安いのですが、全て受信料です。この受信料を国際放送でどこまで使っていいのかというあ

る一定の整理をするということを私どもは考えております。 
（鈴木主査） 
受信者も、内容を外国に知ってもらえるということに対して協力しろと言われればそれも１つ

の理屈かもしれないですがね。日本全体というものを外国に知ってもらうという問題が誰の仕

事かと言ったら、個人の受信料で賄うこととはちょっと違うという感じが私はするのですが。 
（中川理事） 
今まで放送法にもありますように、ＮＨＫが日本のことを海外に伝えていくということが謳わ

れておりますので、それに沿ってある一定限度の中で使わせていただいているということでご

ざいます。直接費だけで言いますと、テレビの国際放送に 25 億円。ラジオがほぼ 50 億円で、
これに人件費や減価償却費を入れますと、ラジオのほうだけで 85億円です。 
（鈴木主査） 



そういった、例えばサーバー型だとかインターネット、外国語放送などをやるときの経費、経

理区分という問題、もちろん経理区分はやっておられるだろうと思いますが、最終的に足りな

い分は普通の受信料から補填せざるを得ないわけですね。そういうことについてはどう考えら

れますか。 
（中川理事） 
国際放送のことでしょうか。 
（鈴木主査） 
サーバー型も含めて。 
（中川理事） 
サーバー型は経理区分なのか会計分離なのかは、まだそこはわかりませんが、いずれにしても

何らかの区分はして明確に分けないといけないと考えています。 
（鈴木主査） 
別会社化するという構想もありますか。 
（中川理事） 
論理的に突き詰めていくとそういうことが一番手っ取り早いかもしれませんが、そこまでいか

なくても、ＮＨＫの中で衛星放送が始まった当初やっていましたような区分経理という考え方

の中でやることも、場合によっては可能なのかな、と。 
（鬼木専門委員） 
サーバー型放送ですけれども、民放も入るのでしょうか。 
（中川理事） 
民放さんも独自におやりになると思います。 
（鬼木専門委員） 
この話はＮＨＫだけではないと。 
（中川理事） 
ＮＨＫだけではないです。民放さんもそれぞれ、例えばフジテレビさんなりＴＢＳさんなりが

それぞれどういうふうにやるかはお考えになっていらっしゃると思います。それから通信事業

者さんもやるわけです。 
（鬼木専門委員） 
計画段階ではそれぞれ個別に。 
（中川理事） 
はい。 
（鬼木専門委員） 
実施のときにどうなるかはまだわからないと。 
（中川理事） 
はい、それはわかりません。 
（鬼木専門委員） 
話題を変えます。やはり場所は 10 ページですが、外部の人材の登用、役員の起用という項目が



ございます。大変結構なことだと思いますが、率直な感想は、どうして役員だけに限るのかと

いうことです。私の印象を申し上げますと、ＮＨＫの内と外とで人材の交流が非常に少ないよ

うに見えます。それは、会議などの機会で、例えば、省庁に行きますと、「A社から出向してい
ます」のように言われる機会が多いのです。民間ではあまり聞きませんが、公的な場所に行き

ますと人材交流が進んでいることを感じます。外国の方も来ておられます。これがＮＨＫから

来ておられる方は一度も会った事がないんです。人的交流でいうと NHKは離れ小島になってい
てまずいのではないかというのが感想です。 
（中川理事） 
そういう交流はそれほどやっていません。ただ、採用も、新規採用、定期的に採用することに

加えまして、中途採用をやっておりまして、ＮＨＫ以外のところでキャリアを研いた方を、さ

きほど申しましたような外部プロダクションでディレクターとして腕を研かれた方を雇うとい

うことです。 
（鬼木専門委員） 
この問題については現場の業務関係と管理関係を分ける必要があると思います。現場のほうは

それぞれ特殊技能の持主ですから交流は当然だと思います。問題は管理部門です。例えば、現

在理事をされている方でＮＨＫ外部に出向した経験がある方はどの程度いらっしゃるのでしょ

うか。 
（中川理事） 
そういう意味ではおりません。 
（鬼木専門委員） 
例えば BBCで 3年間勉強してきたとか。 
（中川理事） 
研修のようなものはしょっちゅうやっていますから、それはございます。理事全員がどうかは、

今はわかりません。私は行っていませんが他の人はいるかもしれません。 
（鬼木専門委員） 
単なる研修ではなく、先方の組織に入ってそこで仕事をすると。 
（中川理事） 
そこまではやっていないですね。それは人事施策に関することですので私は詳しくありません

けれども、やっていません。 
（鬼木専門委員） 
どんな組織でも自分のところだけで仕事を繰り返してやっていれば閉鎖的になり、マイナスが

多くなるので、外部の情報を入れる必要があります。これは北朝鮮の例を見るまでもなく、世

の中で広く通用する事実だと思います。役員の起用だけではなく、NHK の組織全体に渡って外
部と人材交流し、外部の人材を起用するべきではないかという意見です。 
（中川理事） 
自分の組織にお帰りになる人にどういう形で仕事をしてもらうかとか、これはなかなか難しく、

ＮＨＫだけの問題ではありませんので、そこは課題でございますけれども。そういう形を取ら



なくても外の知恵なり考え方なりを入れられるのではないかと思ってはいるのですが、特に象

徴的な意味で役員の起用を考えています。 
（鬼木専門委員） 
それではなぜ NHK以外の他の組織で、人材交流以外の手段でも外の知識は得られるであろうに、
ことさらに努力して人材派遣をしたり人材交流したりしているのでしょうか。 
（中川理事） 
研修とか、形は様々あると思います。研修や実際にお互いに出向する交換的なこともあるかも

しれません。あるいは完全に辞めた上で行く場合もあると思います。 
（鈴木主査） 
スクランブル化することに対して賛成か反対かというのがどこかにありましたね。ほぼ拮抗し

ていてスクランブル化賛成のほうが少し多かったように記憶していますが。この件でお伺いし

ますが、なぜ受信料制度にしないと困るのかというと、みんな契約しないといけないと法律に

書いているのがはずされることによって、契約者が減ることが一番ご心配になられているとい

うことですか。 
（中川理事） 
前にも申し上げたと思いますが。 
（鈴木主査） 
前にも何回も伺いました。また、興味本位のものに走りかねないともご説明がありました。こ

の２つ、私はそうはならないと思っているから、そうではないので思い直さないかと何度も申

し上げているのですけどね。 
（中川理事） 
正直に申し上げると、主査がおっしゃっておられることも承知しておりますが、そういう方が

本当に多いのかどうかですよね。私どももよくわからないところでございます。 
（鈴木主査） 
「法律上払う義務がないので払うのはやめよう」ということがもしどんどん増えるのであれば、

それこそ「ＮＨＫは必要か」となりますよね。 
（中川理事） 
放送法に契約してくださいと明記されていますので、私どもはそれに基づいて業務を執行して

いるわけでございます。根本的に疑義があるということであれば変えてもらうしかないわけで

すね。私どもはやるしかないわけです。制度としてある以上、できるだけきちんと執行してい

きたいという思いでやっているわけです、円滑にいくように。そこで円滑にいかないから制度

の範囲の中で見直せるところは見直しましょうと。正しく理解してもらうことをお願いしてい

るわけです。 
（鈴木主査） 
それと、今度のいろいろな問題を契機としてここにもあるように、いろいろお考えになられて

正していくことを言っておられますが、当たり前のことをおやりになる、書いてあるのはしっ

かりしているところであればどこの企業でもやっていることですね。それ自体をけなしている



わけではないですよ、そのことは大事なことですから。そういう形である保証、必ずしも十全

ではないとしても保証をされると、どうしても保守的になったり独善的になりがちですね。そ

れを、視聴者が評価するということにすると、大げさな表現をすればＮＨＫの職員の方の精神

改造に役立つのではないかと思います。これは 1991 年のアナログ時代においてスクランブル化
を提言したときの根底にあった考え方なのですが。そういう点について、「ＮＨＫ職員はあれ

以来、心を入れ替えて、社外役員も入れたのでもう大丈夫だ」とお考えなのかどうか。 
（中川理事） 
いえ、決してそのようなことではなくて、私どもが考えておりますのは、むしろ常に受信料に

支えられているという現実があるわけです。場合によっては今回のように拒否も起こります、

不払いも起こります。この中で、しかしながらどうやったらいいのかと、信頼を回復するには

何があるのかを常に考えるわけです。そういうことに否応なく直面しますし、今も直面してい

ます。その中で放送担当の者は「いい放送を出すんだ」と。そのためには視聴者の方々のご意

見を聞くべきだと。聞いたなら聞きっぱなしではなく、いかにそれを生かすことができるかを

考えるということを常にやっているわけです。そこは逆にスクランブルをやりますと、「好き

な人だけが見ればいい」となり、緊張関係、ある意味での精神的な葛藤がなくなるということ

も事実だろうと思います。やってみないとわからないということはありますが。ある程度そう

いうことも恐れるわけです。割り切ってしまう、割り切ってしまうと同時に進歩がなくなると。

現在は、そういう中で視聴者の声を聞くとこうだ、そこでの評価もまた違う、その中でどうや

ればいいのかを常に我々は模索しながらやっていると。正直申し上げてそうです、誇張してい

るわけではなくて。 
（鈴木主査） 
時間もオーバーしていますので。他に質問はありますか。よろしいですか。では、お忙しいと

ころありがとうございました。 
 
 
 
 


